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(57)【要約】
【課題】本発明は、気筒内に燃料を噴射する燃料噴射弁
と吸気通路内に燃料を噴射する燃料噴射弁と、を備えた
内燃機関の制御装置において、未暖機状態の排気浄化触
媒に到達する未燃燃料の量を少なく抑えつつ、該排気浄
化触媒の暖機を図る。
【解決手段】本発明は、排気浄化触媒が未活性状態にあ
るときに、主噴射の燃料噴射量を混合気の空燃比が理論
空燃比より高いリーン空燃比となるように制御し、且つ
前記主噴射された燃料の燃焼後に前記第一燃料噴射弁か
ら後燃え用ポスト噴射を行わせる内燃機関の制御装置に
おいて、前記後燃え用ポスト噴射の目標噴射量が前記第
一燃料噴射弁の最小噴射量より少なければ、前記最小噴
射量が前記ポスト噴射の目標噴射量以下となるように、
前記第一燃料噴射弁に印加される燃料圧力を低下させ、
且つ前記主噴射を前記第二燃料噴射弁から行わせるよう
にした。
【選択図】図３
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　内燃機関の気筒内に燃料を噴射する第一燃料噴射弁と、
　前記内燃機関の吸気通路へ燃料を噴射する第二燃料噴射弁と、
　前記内燃機関の排気通路に配置される排気浄化触媒と、
　前記排気浄化触媒が未活性状態にあるときに、前記内燃機関の出力を発生させるための
燃料噴射である主噴射の燃料噴射量を、混合気の空燃比が理論空燃比より高いリーン空燃
比となるように制御し、且つ前記主噴射された燃料の燃焼後に前記第一燃料噴射弁から後
燃え用のポスト噴射を行わせる制御手段と、
を備えた内燃機関の制御装置において、
　前記制御手段は、前記後燃え用ポスト噴射の目標噴射量である目標ポスト噴射量が、前
記排気浄化触媒が活性状態にあるときに前記第一燃料噴射弁に印加される燃料圧力におけ
る前記第一燃料噴射弁の最小開弁時間に対応する燃料噴射量である最小噴射量より少なけ
れば、前記第一燃料噴射弁に印加される燃料圧力を、前記排気浄化触媒が活性状態にある
ときに前記第一燃料噴射弁に印加される燃料圧力より低い燃料圧力まで低下させ、且つ前
記第一燃料噴射弁に印加される燃料圧力を低下させる前の前記最小噴射量より少ない量の
燃料を、前記後燃え用ポスト噴射で噴射させ、さらに前記主噴射を前記第二燃料噴射弁か
ら行わせることを特徴とする内燃機関の制御装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、１気筒あたりに、気筒内に燃料を噴射する燃料噴射弁と吸気通路内に燃料を
噴射する燃料噴射弁と、を備えた内燃機関の制御装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　気筒内に直接燃料を噴射する燃料噴射弁を備えた内燃機関において、該内燃機関の排気
通路に配置される排気浄化触媒の暖機を促進させる方法として、吸気行程又は圧縮行程に
おいて混合気の空燃比がリーン空燃比となるように主噴射を行うとともに、膨張行程でポ
スト噴射を行うことにより、ポスト噴射された燃料を燃焼室内ないし排気通路内で燃焼（
後燃え）させて、排気温度の上昇を図る方法が提案されている（例えば、特許文献１を参
照）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２０００－１２０４７１号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　ところで、ポスト噴射された燃料の後燃えを発生させるときは、排気浄化触媒が未活性
状態にあるため、ポスト噴射された燃料が後燃えせずに未燃のまま排気浄化触媒に到達す
ると、その未燃燃料が排気浄化触媒で浄化されずに大気中に排出される可能性がある。こ
のような事態を避けるためには、後燃えを目的としてポスト噴射される燃料量は、混合気
の既燃ガスに含まれる残留酸素と反応し得る量に抑える必要がある。しかしながら、燃料
噴射弁は、その構造上の制約により最小開弁時間が決まっており、その最小開弁時間より
短い開弁時間で適量の燃料を噴射することが困難となる。そのため、既燃ガス中の残留酸
素と酸化し得る量の燃料をポスト噴射するために必要となる開弁時間が、前記最小開弁時
間より短くなると、既燃ガス中の残留酸素と酸化し得る量より多くの燃料をポスト噴射さ
せざるを得ず、それによって排気浄化触媒に到達する未燃燃料の量が多くなってしまう可
能性がある。
【０００５】
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　本発明は、上記したような種々の実情に鑑みてなされたものであり、その目的は、１気
筒あたりに、気筒内に燃料を噴射する燃料噴射弁と吸気通路内に燃料を噴射する燃料噴射
弁と、を備えた内燃機関の制御装置において、未活性状態の排気浄化触媒に到達する未燃
燃料の量を少なく抑えつつ、該排気浄化触媒の暖機を図ることにある。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本発明は、上記した課題を解決するために、以下のような手段を採用した。すなわち、
本発明は、内燃機関の気筒内に燃料を噴射する第一燃料噴射弁と、前記内燃機関の吸気通
路へ燃料を噴射する第二燃料噴射弁と、前記内燃機関の排気通路に配置される排気浄化触
媒と、前記排気浄化触媒が未活性状態にあるときに、前記内燃機関の出力を発生させるた
めの燃料噴射である主噴射の燃料噴射量を、混合気の空燃比が理論空燃比より高いリーン
空燃比となるように制御し、且つ前記主噴射された燃料の燃焼後に前記第一燃料噴射弁か
ら後燃え用のポスト噴射を行わせる制御手段と、を備える内燃機関の制御装置である。そ
して、前記制御手段は、前記後燃え用ポスト噴射の目標噴射量が、前記排気浄化触媒が活
性状態にあるときに前記第一燃料噴射弁に印加される燃料圧力における前記第一燃料噴射
弁の最小開弁時間に対応する燃料噴射量である最小噴射量より少なければ、前記第一燃料
噴射弁に印加される燃料圧力を、前記排気浄化触媒が活性状態にあるときに前記第一燃料
噴射弁に印加される燃料圧力より低い燃料圧力まで低下させて、前記第一燃料噴射弁に印
加される燃料圧力を低下させる前の前記最小噴射量より少ない量の燃料を、前記後燃え用
ポスト噴射で噴射させ、且つ前記主噴射を前記第二燃料噴射弁から行わせるようにした。
【発明の効果】
【０００７】
　本発明によれば、１気筒あたりに、気筒内に燃料を噴射する燃料噴射弁と吸気通路内に
燃料を噴射する燃料噴射弁と、を備えた内燃機関の制御装置において、未暖機状態の排気
浄化触媒に到達する未燃燃料の量を少なく抑えつつ、該排気浄化触媒の暖機を図ることが
できる。
【図面の簡単な説明】
【０００８】
【図１】本発明を適用する内燃機関の概略構成を示す図である。
【図２】最小開弁時間に第一燃料噴射弁から噴射される燃料量（最小噴射量Ｑｍｉｎ）と
第一デリバリパイプ内の燃料圧力Ｐｆｕとの相関を示す図である。
【図３】触媒暖機制御が実施される際にＥＣＵによって実行される処理ルーチンを示すフ
ローチャートである。
【発明を実施するための形態】
【０００９】
　以下、本発明の具体的な実施形態について図面に基づいて説明する。本実施形態に記載
される構成部品の寸法、材質、形状、相対配置等は、特に記載がない限り発明の技術的範
囲をそれらのみに限定する趣旨のものではない。
【００１０】
　図１は、本発明を適用する内燃機関の概略構成を示す図である。図１に示す内燃機関１
は、複数の気筒２を有する４ストローク・サイクルの火花点火式内燃機関（ガソリンエン
ジン）である。なお、図１に示す例では、内燃機関１は、４つの気筒２を有しているが、
これに限定されるものではない。例えば、内燃機関１の気筒数は、３つ以下であってもよ
く、又は５つ以上であってもよい。内燃機関１の各気筒２には、気筒２内へ直接燃料を噴
射するための第一燃料噴射弁５と、気筒２内の燃料に点火するための点火プラグ２０と、
が設けられている。
【００１１】
　内燃機関１は、吸気通路３と排気通路４とに接続されている。吸気通路３は、大気中か
ら取り込まれた新気（空気）を各気筒２へ導くための通路である。吸気通路３の途中には
、スロットル弁３０が取り付けられている。スロットル弁３０は、吸気通路３の通路断面
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積を変更することにより、内燃機関１へ吸入される空気量（吸入空気量）を調整する弁装
置である。なお、図１に示す例では、スロットル弁３０より下流の吸気通路３は、４つの
枝管に分岐され、各枝管が各気筒２に接続されている。吸気通路３の各枝管には、該枝管
内又は吸気ポート内へ向けて燃料を噴射する第二燃料噴射弁６が取り付けられている。
【００１２】
　また、排気通路４は、内燃機関１の各気筒２から排出される既燃ガス（排気）を流通さ
せるための通路である。排気通路４の途中には、排気中に含まれる所定成分を浄化するた
めの排気浄化触媒４０が配置されている。ここでいう排気浄化触媒４０としては、三元触
媒やＮＯＸ吸蔵還元型触媒等のように酸素吸蔵能（ＯＳＣ）を備えた触媒を用いることが
できる。なお、排気浄化触媒４０より上流の排気通路４には、該排気浄化触媒４０へ流入
する排気の空燃比を検出するための空燃比センサ４１が取り付けられている。また、排気
浄化触媒４０より下流の排気通路４には、該排気浄化触媒４０から流出する排気の温度を
検出するための排気温度センサ４２が取り付けられている。
【００１３】
　ここで、上記した４つの第一燃料噴射弁５は、第一デリバリパイプ５０に接続されてい
る。第一デリバリパイプ５０は、第一燃料通路５１を介して、第二燃料通路６１の途中に
接続されている。第二燃料通路６１は、燃料タンク６３に貯留されている燃料を汲み上げ
るためのフィードポンプ６２と、該フィードポンプ６２から供給される燃料を上記した４
つの第二燃料噴射弁６に分配するための第二デリバリパイプ６０と、を接続する通路であ
る。第一燃料通路５１の途中には、内燃機関１の図示しないカムシャフト又はクランクシ
ャフトの動力を利用して、燃料を昇圧させるサプライポンプ５２が取り付けられている。
サプライポンプ５２により昇圧された燃料は、第二燃料通路６１を介して第一デリバリパ
イプ５０に供給され、該第一デリバリパイプ５０内に高圧な状態で蓄えられる。そして、
第一デリバリパイプ５０内の高圧燃料は、各気筒２の第一燃料噴射弁５が開弁されたとき
に、気筒２内へ噴射されることになる。一方、フィードポンプ６２から第二燃料通路６１
を介して第二デリバリパイプ６０に供給された燃料は、該第二デリバリパイプ６０内に定
圧な状態で蓄えられる。そして、第二デリバリパイプ６０内の低圧燃料は、各気筒２の第
二燃料噴射弁６が開弁されたときに、吸気通路３内又は吸気ポート内へ噴射される。なお
、第一デリバリパイプ５０には、該第一デリバリパイプ５０内の燃料圧力を検出するため
の燃圧センサ５３が取り付けられている。
【００１４】
　このように構成された内燃機関１には、ＥＣＵ７が搭載されている。ＥＣＵ７は、ＣＰ
Ｕ、ＲＯＭ、ＲＡＭ、バックアップＲＡＭなどから構成される電子制御ユニットである。
ＥＣＵ７には、上記した空燃比センサ４１、排気温度センサ４２、燃圧センサ５３に加え
、アクセルポジションセンサ８、クランクポジションセンサ９、水温センサ１０、及びエ
アフローメータ１１等の各種センサが電気的に接続されている。なお、アクセルポジショ
ンセンサ８は、アクセルペダルの操作量（アクセル開度）を検出するためのセンサである
。クランクポジションセンサ９は、内燃機関１のクランクシャフトの回転位置を検出する
ためのセンサである。水温センサ１０は、内燃機関１を循環する冷却水の温度を検出する
ためのセンサである。
【００１５】
　ＥＣＵ７は、上記した各種センサの検出値に基づいて、第一燃料噴射弁５、第二燃料噴
射弁６、点火プラグ２０、スロットル弁３０、サプライポンプ５２、フィードポンプ６２
等の各種機器を制御する。例えば、ＥＣＵ７は、アクセルポジションセンサ８の検出値か
ら演算される機関負荷、クランクポジションセンサ９の検出値から演算される機関回転速
度、又はエアフローメータ１１の検出値（吸入空気量）等をパラメータとして、内燃機関
１の出力を発生させるために必要な燃料量である総燃料噴射量を演算する。また、ＥＣＵ
７は、上記した機関負荷、機関回転速度、及び吸入空気量をパラメータとして、１サイク
ルあたりに第二燃料噴射弁６から噴射される燃料量に対して、１サイクルあたりに第一燃
料噴射弁５から噴射される燃料量の比率（筒内噴射比率）を演算する。そして、ＥＣＵ７
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は、上記した総燃料噴射量と筒内噴射比率とに基づいて、第一燃料噴射弁５及び第二燃料
噴射弁６の各々の目標燃料噴射量を演算し、それらの目標燃料噴射量に従って第一燃料噴
射弁５及び第二燃料噴射弁６を制御する。本実施形態においては、ＥＣＵ７は、上記した
ような既知の制御に加え、排気浄化触媒４０の早期活性を図るための触媒暖機制御を実行
する。以下では、本実施形態における触媒暖機制御の実行方法について述べる。
【００１６】
　触媒暖機制御は、排気浄化触媒４０が未活性状態で内燃機関１が始動されてから排気浄
化触媒４０の活性が完了したと判定されるまでの期間において実行される。詳細には、先
ず、内燃機関１が始動されてから排気浄化触媒４０の一部が活性するまでの期間（以下、
「未活性期間」と称する）では、ＥＣＵ７は、排気浄化触媒４０へ流入する排気の温度を
高めることで、排気浄化触媒４０の昇温を促進させる処理を行う。そして、排気浄化触媒
４０の一部が活性してから活性完了までの期間（以下、「部分活性期間」と称する）では
、ＥＣＵ７は、排気浄化触媒４０へ流入する排気の温度を高めつつ、未燃燃料を排気浄化
触媒４０へ供給して該未燃燃料の酸化反応熱により排気浄化触媒４０の昇温を促進させる
処理を実行する。なお、ここでいう排気浄化触媒４０の活性完了とは、排気浄化触媒４０
の全体が活性した状態である必要はなく、排気浄化触媒４０が所望の浄化性能を発揮する
ことができる程度に活性した状態であればよい。
【００１７】
　前記未活性期間においては、ＥＣＵ７は、上記した総燃料噴射量を混合気の空燃比がリ
ーン空燃比となるように調整し、且つ該筒内噴射比率を１００％にする。そして、ＥＣＵ
７は、第一燃料噴射弁５から前記総燃料噴射量の燃料を噴射（主噴射）させた後であって
、該主噴射された燃料（以下、「主噴射燃料」と称する）の燃焼後に、第一燃料噴射弁５
から後燃え用ポスト噴射を行わせる。その際、後燃え用ポスト噴射のタイミングは、噴射
燃料（以下、「ポスト噴射燃料」と称する）が後燃えした際に発生する熱エネルギが内燃
機関１の出力に寄与しないタイミング、例えば、膨張行程において図示しない排気弁が開
弁した直後のタイミングであって、ブローダウン圧力が最大となるタイミングに設定され
るものとする。このように後燃え用ポスト噴射のタイミングが設定されると、ブローダウ
ン流によってポスト噴射燃料の微粒化及び拡散が促進されるとともに、ポスト噴射燃料と
残留酸素（混合気の既燃ガスに含まれる酸素）との衝突速度が大きくなるため、ポスト噴
射燃料が後燃えし易くなる。そして、ポスト噴射燃料の後燃えによって発生した熱エネル
ギは、混合気の既燃ガスによって排気浄化触媒４０へ伝達され、排気浄化触媒４０を暖め
ることになる。
【００１８】
　前記部分活性期間においては、ＥＣＵ７は、主噴射については前記未活性期間と同様の
方法によって行うが、後燃え用ポスト噴射については前記未活性期間とは異なる方法によ
って行う。具体的には、ＥＣＵ７は、後燃え用ポスト噴射のタイミングを、ポスト噴射燃
料が後燃えした際に発生する熱エネルギが内燃機関１の出力に寄与しないタイミングであ
って、膨張行程において排気弁が開弁する前のタイミングに設定する。このように後燃え
用ポスト噴射のタイミングが設定されると、ポスト噴射燃料の一部が後燃えするが、残り
のポスト噴射燃料が部分酸化されて活性種に改質される。活性種に改質されたポスト噴射
燃料は、混合気の既燃ガスとともに排気浄化触媒４０へ流入して、該排気浄化触媒４０に
よって排気中の残留酸素や排気浄化触媒４０のＯＳＣによって吸蔵されていた酸素と反応
せしめられる。その結果、排気浄化触媒４０は、後燃えによって昇温させられた排気の熱
と活性種の反応熱とによって暖められる。
【００１９】
　ここで、前記未活性期間においては、排気浄化触媒４０が未燃燃料を殆ど浄化すること
ができない。そのため、ポスト噴射燃料のうち、後燃えせずに未燃のまま排気浄化触媒４
０に到達した燃料は、該排気浄化触媒４０で浄化されずに大気中に排出される可能性が高
い。よって、前記未活性期間においては、後燃え用ポスト噴射の目標噴射量である目標ポ
スト噴射量は、混合気の既燃ガスに含まれる残留酸素と反応し得る量に制限するものとす
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る。
【００２０】
　ところで、ポスト噴射燃料を後燃えさせるためには、上記したように、混合気の空燃比
をリーン空燃比にして、該混合気の既燃ガス中に酸素を残存させる必要がある。しかしな
がら、前記未活性期間においては、内燃機関１の暖機も十分に為されていない可能性が高
い。そのため、混合気のリーン度合が過剰に大きくされると、内燃機関１の燃焼安定性が
低下する可能性がある。よって、前記未活性期間においては、混合気のリーン度合を比較
的小さく抑える必要がある。このように、前記未活性期間において、混合気のリーン度合
が小さく制限されると、目標ポスト噴射量が比較的少ない量となるため、そのような量の
燃料を第一燃料噴射弁５から精度良く噴射させることができない可能性がある。これは、
第一燃料噴射弁５においては、その構造的な制約から最小開弁時間が決まっており、その
最小開弁時間に第一燃料噴射弁５から噴射される燃料量（最小噴射量）より少ない量の燃
料を噴射することができないことに因る。つまり、目標ポスト噴射量が前記最小噴射量よ
り少ない場合には、後燃え用ポスト噴射によって実際に噴射される燃料量が前記最小噴射
量以上となり、それに応じて未燃のまま排気浄化触媒４０へ到達する燃料量が増加してし
まう可能性がある。
【００２１】
　そこで、本実施形態では、前記未活性期間において、目標ポスト噴射量が、排気浄化触
媒４０が活性状態にあるときに前記第一燃料噴射弁５に印加される燃料圧力（すなわち、
第一デリバリパイプ５０内の燃料圧力）における前記第一燃料噴射弁５の最小噴射量より
少ないときは、前記第一燃料噴射弁５に印加される燃料圧力を、排気浄化触媒４０が活性
状態にあるときに前記第一燃料噴射弁５に印加される燃料圧力より低い燃圧まで低下させ
て、その燃料圧力の変更前の最小噴射量より少ない量の燃料を後燃え用ポスト噴射で噴射
させるようにした。
【００２２】
　ここで、第一燃料噴射弁５の最小噴射量（Ｑｍｉｎ）と第一デリバリパイプ５０内の燃
料圧力（Ｐｆｕ）との関係を図２に示す。図２中の横軸は、第一デリバリパイプ５０内の
燃料圧力Ｐｆｕを示し、図２中の縦軸は、第一燃料噴射弁５の最小噴射量Ｑｍｉｎを示し
ている。図２に示すように、第一燃料噴射弁５の最小噴射量Ｑｍｉｎは、第一デリバリパ
イプ５０の燃料圧力Ｐｆｕが高い場合より低い場合の方が多くなる。そこで、前記未活性
期間において、目標ポスト噴射量（図２中のＱｐｓｔ）が、その時点における燃圧センサ
５３の検出値（第一デリバリパイプ５０の燃料圧力（図２中のＰｆｕ０））と前記最小開
弁時間とから定まる最小噴射量（図２中のＱｍｉｎ０）より少ない場合には、ＥＣＵ７は
、第一燃料噴射弁５の最小噴射量Ｑｍｉｎが目標ポスト噴射量Ｑｐｓｔと同等の量（図２
中のＱｍｉｎ１）になる燃料圧力（図２中のＰｆｕ１）を求める。そして、ＥＣＵ７は、
第一デリバリパイプ５０の燃料圧力Ｐｆｕが前記Ｐｆｕ１まで低下するように、サプライ
ポンプ５２を制御する。このような方法によれば、前記未活性期間において、後燃え用ポ
スト噴射による燃料噴射量を、混合気の既燃ガスに含まれる残留酸素と反応し得る量にす
ることができる。その結果、未燃のまま排気浄化触媒４０へ到達する燃料量の増加を抑制
しつつ、排気浄化触媒４０の昇温を図ることができる。
【００２３】
　なお、最小噴射量Ｑｍｉｎを目標ポスト噴射量Ｑｐｓｔ以上にすることを目的として、
第一デリバリパイプ５０の燃料圧力Ｐｆｕが低下せしめられると、第一燃料噴射弁５から
主噴射する際の燃料圧力も低下することになるため、主噴射燃料の粒径の拡大や拡散性の
低下を招く可能性がある。その場合は、気筒２内の壁面付着燃料量が増加したり、又は混
合気の均質性が低下したりするため、混合気の既燃ガスに含まれる炭化水素の量やＰＭ（
Particulate Matter）の量が増加する可能性がある。そこで、本実施形態では、最小噴射
量Ｑｍｉｎを目標ポスト噴射量Ｑｐｓｔ以上にすることを目的として、第一デリバリパイ
プ５０の燃料圧力Ｐｆｕを低下させるときに、その低下後の燃料圧力Ｐｆｕが所定の下限
値Ｐｆｕｌｍｔを下回っていれば、筒内噴射比率を０％にして、総燃料噴射量の燃料を第
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二燃料噴射弁６から噴射させるようにした。ここでいう下限値Ｐｆｕｌｍｔは、燃料圧力
Ｐｆｕが該下限値Ｐｆｕｌｍｔを下回ると、混合気の既燃ガスに含まれる炭化水素の量や
ＰＭの量が、同一の条件下で筒内噴射比率が０％にされた場合（前記総燃料噴射量を第二
燃料噴射弁６から噴射させる場合）よりも多くなると判定される値であり、予め実験的に
求めておくものとする。このような方法によれば、第一デリバリパイプ５０の燃料圧力Ｐ
ｆｕを低下させることに起因する、排気エミッションの悪化を抑制することができる。
【００２４】
　以下、本実施形態における触媒暖機制御の実行手順について、図３に沿って説明する。
図３は、触媒暖機制御が実施される際にＥＣＵ７によって実行される処理ルーチンを示す
フローチャートである。この処理ルーチンは、予めＥＣＵ７のＲＯＭ等に記憶されており
、内燃機関１が始動されるとき（具体的には、図示しないイグニッションスイッチがオン
にされたとき）に、ＥＣＵ７によって実行される処理ルーチンである。
【００２５】
　図３の処理ルーチンでは、ＥＣＵ７は、先ずＳ１０１の処理において水温センサ１０の
検出値（始動時冷却水温度）Ｔｈｗｓｔを読み込み、その始動時冷却水温度Ｔｈｗｓｔが
所定の閾値より低いか否かを判別する。ここでいう所定の閾値は、始動時冷却水温度Ｔｈ
ｗｓｔが該閾値より低ければ、排気浄化触媒４０が未活性状態、又は部分活性状態にある
と判定することができる値であり、予め実験等を利用した適合作業によって求めておくも
のとする。前記Ｓ１０１の処理において否定判定された場合は、排気浄化触媒４０が活性
状態にあって、触媒暖機制御を実行する必要がないため、ＥＣＵ７は、本処理ルーチンの
実行を終了する。一方、前記Ｓ１０１の処理において肯定判定された場合は、排気浄化触
媒４０が未活性状態、又は部分活性状態にあって、触媒暖機制御を実行する必要があるた
め、ＥＣＵ７は、Ｓ１０２の処理へ進む。
【００２６】
　Ｓ１０２の処理では、ＥＣＵ７は、クランクポジションセンサ９の検出値から演算され
る機関回転速度Ｎｅが所定の始動完了判定値より高いか否かを判別する。ここでいう所定
の始動完了判定値は、機関回転速度Ｎｅが該始動完了判定値より高ければ、内燃機関１の
始動が完了していると判定することができる値である。Ｓ１０２の処理において否定判定
された場合は、内燃機関１が始動途中の状態にあって、触媒暖機制御を未だ開始すること
ができない状態にあるため、ＥＣＵ７は、該Ｓ１０２の処理を繰り返し実行する。一方、
Ｓ１０２の処理において肯定判定された場合は、内燃機関１が始動完了後の運転状態にあ
って、触媒暖機制御を開始することができる状態にあるため、ＥＣＵ７は、Ｓ１０３以降
の処理において触媒暖機制御を実行する。
【００２７】
　Ｓ１０３の処理では、ＥＣＵ７は、排気浄化触媒４０の温度Ｔｃａｔを取得する。詳細
には、ＥＣＵ７は、内燃機関１の運転状態（点火時期や吸入空気量）をパラメータとして
排気浄化触媒４０の温度Ｔｃａｔを推定し、又は排気温度センサ４２の検出値から排気浄
化触媒４０の温度Ｔｃａｔを推定する。
【００２８】
　Ｓ１０４の処理では、ＥＣＵ７は、前記Ｓ１０３の処理で取得された排気浄化触媒４０
の温度Ｔｃａｔに基づいて、目標ポスト噴射量Ｑｐｓｔを演算する。詳細には、ＥＣＵ７
は、先ず、排気浄化触媒４０の温度Ｔｃａｔが部分活性判定温度より低いか否かを判別す
る。ここでいう部分活性判定温度は、排気浄化触媒４０の一部が活性し始める温度であっ
て、排気浄化触媒４０の温度Ｔｃａｔが該部分活性判定温度より低いときは排気浄化触媒
４０が未活性状態にあり、排気浄化触媒４０の温度Ｔｃａｔが該部分活性判定温度以上で
あるときは排気浄化触媒４０が部分活性状態にあると判定することができる温度である。
【００２９】
　排気浄化触媒４０の温度Ｔｃａｔが前記部分活性判定温度より低いとき（排気浄化触媒
４０が未活性状態にあるとき）は、ＥＣＵ７は、混合気の既燃ガスに含まれる残留酸素と
反応し得る燃料量を演算し、その燃料量を目標ポスト噴射量Ｑｐｓｔに設定する。その際
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、ＥＣＵ７は、エアフローメータ１１の検出値（吸入空気量）と主噴射燃料量とをパラメ
ータとして、既燃ガスに含まれる残留酸素の量を演算する。続いて、ＥＣＵ７は、残留酸
素の量に基づいて、目標ポスト噴射量Ｑｐｓｔを設定する。なお、冷却水温度がある程度
高ければ、既燃ガスの温度が十分に高くなるため、残留酸素の量と当量の燃料が後燃えす
ると考えられるが、冷却水温度が比較的低ければ、既燃ガスの温度も低くなるため、後燃
えし得る燃料量が残留酸素と当量の燃料量より少なくなる可能性がある。そのため、目標
ポスト噴射量Ｑｐｓｔは、残留酸素の量に加え、冷却水温度も考慮して設定されることが
望ましい。そこで、本実施形態では、残留酸素の量と冷却水温度と目標ポスト噴射量Ｑｐ
ｓｔとの関係を予め実験的に求めておき、残留酸素の量と冷却水温度とを引数として目標
ポスト噴射量Ｑｐｓｔを導出する。
【００３０】
　一方、排気浄化触媒４０の温度が前記部分活性判定温度以上であるとき（排気浄化触媒
４０が部分活性状態にあるとき）は、ＥＣＵ７は、混合気の既燃ガスに含まれる残留酸素
と反応し得る燃料量と、排気浄化触媒４０において酸化され得る未燃燃料の量と、の総量
を演算し、その総量を目標ポスト噴射量Ｑｐｓｔに設定する。残留酸素と反応し得る燃料
量は、排気浄化触媒４０が未活性状態にある場合と同様の方法によって求められる。一方
、排気浄化触媒４０において酸化され得る未燃燃料の量は、排気浄化触媒４０の温度Ｔｃ
ａｔをパラメータとして演算される。ここで、排気浄化触媒４０の温度Ｔｃａｔが高い場
合は低い場合に比べ、排気浄化触媒４０の活性部位が多くなるとともに、ＯＳＣの活性部
位も多くなるため、より多くの未燃燃料を酸化させることができる。よって、排気浄化触
媒４０において酸化され得る未燃燃料の量は、排気浄化触媒４０の温度Ｔｃａｔが低い場
合より高い場合の方が多くなる。そこで、排気浄化触媒４０の温度Ｔｃａｔと、排気浄化
触媒４０において酸化され得る未燃燃料の量との関係を予め実験的に求めておき、排気浄
化触媒４０の温度Ｔｃａｔを引数として、排気浄化触媒４０において酸化され得る未燃燃
料の量を導出する。
【００３１】
　ここで図３の処理ルーチンに戻り、ＥＣＵ７は、上記した手順によって前記Ｓ１０４の
処理を実行した後に、Ｓ１０５の処理へ進む。Ｓ１０５の処理では、ＥＣＵ７は、前記Ｓ
１０４の処理で求められた目標ポスト噴射量Ｑｐｓｔが、その時点における第一燃料噴射
弁５の最小噴射量Ｑｍｉｎより少ないか否かを判別する。その際の最小噴射量Ｑｍｉｎは
、その時点における燃圧センサ５３の検出値（燃料圧力）Ｐｆｕを引数として、前述の図
２に示したようなマップにアクセスすることで導出される。Ｓ１０５の処理において肯定
判定された場合は、ＥＣＵ７は、Ｓ１０６の処理へ進み、第一デリバリパイプ５０の燃料
圧力Ｐｆｕが低下するように、サプライポンプ５２を制御する。詳細には、ＥＣＵ７は、
先ず、前述した図２の説明で述べたように、第一燃料噴射弁５の最小噴射量Ｑｍｉｎが前
記目標ポスト噴射量Ｑｐｓｔと同等の量になる燃料圧力Ｐｆｕ１を求め、その燃料圧力Ｐ
ｆｕ１を目標燃料圧力Ｐｆｕｔｒｇに設定する。そして、ＥＣＵ７は、前記目標燃料圧力
Ｐｆｕｔｒｇに従って、サプライポンプ５２を制御する。ＥＣＵ７は、Ｓ１０６の処理を
実行し終えると、Ｓ１０７の処理へ進む。また、前記Ｓ１０５の処理において否定判定さ
れた場合は、ＥＣＵ７は、Ｓ１０６の処理をスキップしてＳ１０７の処理へ進む。
【００３２】
　Ｓ１０７の処理では、ＥＣＵ７は、燃圧センサ５３の検出値（燃料圧力）Ｐｆｕを読み
込み、その燃料圧力Ｐｆｕが前述した所定の下限値Ｐｆｕｌｍｔより低いか否かを判別す
る。Ｓ１０７の処理において肯定判定された場合は、ＥＣＵ７は、Ｓ１０８の処理へ進み
、筒内噴射比率を０％に設定して、前記総燃料噴射量の燃料を第二燃料噴射弁６から噴射
させる。一方、Ｓ１０７の処理において否定判定された場合は、ＥＣＵ７は、Ｓ１０９の
処理へ進み、筒内噴射比率を１００％に設定して、前記総燃料噴射量の燃料を第一燃料噴
射弁５から噴射させる。
【００３３】
　ＥＣＵ７は、前記Ｓ１０８又は前記Ｓ１０９の処理を実行した後に、Ｓ１１０の処理へ
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進み、前記Ｓ１０４の処理で設定された目標ポスト噴射量Ｑｐｓｔに従って、第一燃料噴
射弁５から後燃え用ポスト噴射を行わせる。その際、排気浄化触媒４０が未活性状態にあ
れば、ＥＣＵ７は、膨張行程における排気弁が開弁した直後のタイミングで、後燃え用ポ
スト噴射を行わせるものとする。一方、排気浄化触媒４０が部分活性状態にあれば、ＥＣ
Ｕ７は、ポスト噴射燃料が後燃えした際に発生する熱エネルギが内燃機関１の出力に寄与
しないタイミングであって、膨張行程において排気弁が開弁する前のタイミングで、後燃
え用ポスト噴射を行わせるものとする。
【００３４】
　Ｓ１１１の処理では、ＥＣＵ７は、内燃機関１の始動時からの積算吸入空気量ΣＧａが
活性完了判定値より大きいか否かを判別する。ここでいう活性完了判定値は、積算吸入空
気量ΣＧａが該活性完了判定値より大きければ、排気浄化触媒４０の活性が完了している
とみなすことができる値である。Ｓ１１１の処理において否定判定された場合は、排気浄
化触媒４０の活性が未だ完了していないため、ＥＣＵ７は、Ｓ１０３の処理へ戻り、触媒
暖機制御を継続して実行する。一方、Ｓ１１１の処理において肯定判定された場合は、排
気浄化触媒４０の活性が完了しているため、ＥＣＵ７は、Ｓ１１２の処理へ進み、触媒暖
機制御を終了する。具体的には、ＥＣＵ７は、第一デリバリパイプ５０の目標燃料圧力Ｐ
ｆｕｔｒｇを、内燃機関１の運転状態に応じた圧力に設定し、且つ筒内噴射比率を内燃機
関１の運転状態に応じた比率に設定する。
【００３５】
　このようにＥＣＵ７が図３の処理ルーチンを実行することにより、本発明に係わる「制
御手段」が実現される。その結果、後燃え用ポスト噴射により噴射された燃料のうち、未
燃のまま排気浄化触媒４０へ到達する燃料の量を少なく抑えつつ、排気浄化触媒４０の暖
機を図ることができる。なお、最小噴射量Ｑｍｉｎを目標ポスト噴射量Ｑｐｓｔ以上にす
ることを目的として、第一デリバリパイプ５０の燃料圧力Ｐｆｕを低下させた場合におい
て、排気浄化触媒４０の暖機が進むにつれて、第一デリバリパイプ５０の燃料圧力Ｐｆｕ
を、内燃機関１の運転状態に応じた圧力（排気浄化触媒４０が活性状態にあるときの目標
燃料圧力Ｐｆｕｔｒｇ）に向けて徐々に高めるようにしてもよい。
【符号の説明】
【００３６】
１　　内燃機関
２　　気筒
３　　吸気通路
４　　排気通路
５　　第一燃料噴射弁
６　　第二燃料噴射弁
７　　ＥＣＵ
２０　点火プラグ
３０　スロットル弁
４０　排気浄化触媒
４１　空燃比センサ
４２　排気温度センサ
５０　第一デリバリパイプ
５１　第一燃料通路
５２　サプライポンプ
５３　燃圧センサ
６０　第二デリバリパイプ
６１　第二燃料通路
６２　フィードポンプ
６３　燃料タンク
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